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はじめに

　琉球立法院（以下「立法院」）は、1952 年（昭和 27）2 月 29 日に公布された米国民政府布令第 68

号「琉球政府章典」によって設置された。「琉球政府章典」第 25 条では立法院の本会議について「立

法院は、会議録を作製し、時宜によりこれを刊行する。会議録にはすべての立法案及び決議を記載す

る。」と定められている。また、常任委員会及び特別委員会の会議録については第 26 条第 2 項で定め

られており「委員長は、定例会又は臨時会の閉会に当り、委員会の会議録を立法院事務局長に引渡す。

この場合、立法院事務局長は事務局の書類と共にこれを保管しなければならない。」とある。会議録

は本会議、委員会共に事務局が保管することになっている。

　筆者は「資料紹介：琉球立法院会議資料について―会議録を中心に―」（『沖縄県公文書館研究紀要

第 19 号』所収）で、当館所蔵の立法院会議資料の利用の便宜を図るために検索方法を整理し、レファ

レンス事例を紹介した。課題として挙げたのが会議録（本会議、委員会議録）の速記録と、それをタ

イプして清書した印刷物（以下「タイプ印刷」）の所在の把握である。当館が所蔵する会議録の検索

方法を整理し、利用者への案内方法も確立することができたが、その後、利用者が当館に所蔵してい

ない会期の会議録を必要とする場面にしばしば遭遇した。「所蔵なし」で終わるのではなく、刊行物

での補填や他の類縁機関での所蔵を確認し案内できれば、利用者の満足度の向上や次の利用に繋がる

と考える。閲覧室アンケートでも「調査資料をみつけることは出来なかったけれども他の機関に所蔵

されていることを検索してていねいに教示をいただいた」との声もあがっており、会議録の所在の把

握も必要だと考え、調査を行った。本稿では、当館、沖縄県議会図書室、沖縄県立図書館での所蔵調

査結果を報告する。

1　会議録の性格

　琉球立法院の会議録には、本会議の会議録と、委員会の会議録の二種類がある。立法院では立法す

るにあたり、各委員会は、発議する立法案を議長へ提出する。議長から本会議の第一読会へ提出し、

第一読会で発議者からの趣旨及び内容の説明、一般質疑を経て、立法案を適当な委員会へ付託する。

†　まつばら　あやみ　公益財団法人沖縄県文化振興会公文書管理課　公文書専門員（閲覧提供部門）
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付託された委員会は、委員会を開催し、案を審査し、報告書を議長に提出する。委員会への付託方法

は三つある。一つ目は「議案が発議又は提出されたときは、議長は、これを院の会議に付し、趣旨説

明及び質疑の後、適当な委員会に付託する。」1 とあるように議案が発議された場合、二つ目は行政主

席提出議案の委員会付託 2、三つ目は立法勧告書の委員会付託 3 がある。委員会議録はこの付託され開

催された委員会での会議録である。付託後、第二読会で委員会委員長は報告し、修正案の趣旨弁明、

修正案に対する質疑応答となる。そして、第三読会で原案、修正案の討論後、採決され、行政主席が

署名公布する。本会議録は、第一読会、第二読会、第三読会の会議内容が記録される。

　それぞれの会議録には、速記録とそれをタイプ印刷したものがある。本会議録については立法院規

則第 140 条で「議事は、速記法によってこれを速記する。」とある。速記録はこの時点のものであり、

速記後、字句の訂正、異議の決定を経て立法院事務局に保存される。その後、「公報」に登載、各議

員に配布、一般に頒布される。本会議録のタイプ印刷物は、この公報の号外に登載されたもので、委

員会議録の速記録は、本会議同様に委員会の内容を速記したものである。タイプ印刷物は、立法院規

則第 46 条の 2「委員会議録は、これを印刷して各議員に配布する。」とあるように議員への配布のみ

であり、公報登載や一般への頒布は明記されていないことから、委員会議録は公表を目的としていな

いことが伺える。

2　調査結果

2-1　調査結果について

　速記録の所蔵状況を表 1 に、タイプ印刷物の所蔵状況を表 2 に示す。「●」は当館所蔵であり、そ

の中で速記録の表 1 にある「●合」は複数の会議録が合冊し、一冊にまとめられているものである。

「議」は沖縄県議会事務局図書室所蔵であり、「図」は沖縄県立図書館所蔵である。沖縄県立図書館の

マイクロフィルムであり、沖縄県議会事務局図書室の複製だと考える。その原本となる会議録は沖縄

県議会事務局図書室に所蔵されていると考えられるが、今回は両方の照合は行っていない。三か所で

重複があったが、表では重複分は明記しておらず、当館、沖縄県議会事務局図書室、沖縄県立図書館

の順で優先に記載している。会議を開催していないと考えられる委員会は「／」とし、会議の開催は

確認できるが、当館、沖縄県議会事務局図書室、沖縄県立図書館で確認できなかったものは「？」と

した。懲罰委員会「※」は、1958 年（昭和 33）6 月 17 日立法院法の改正により消滅し 4、第 14 回以降

は存在しない。　　　

　本会議録の速記録は、沖縄県議会事務局図書室で第 1 回から第 24 回分を所蔵し、当館では第 24 回

から最終の第 49 回までを所蔵している。今回の調査では、本会議録の速記録はすべて所在が確認で

きた 5。常任委員会は第 1 回、第 2 回、第 3 回、第 4 回～第 12 回は委員会の名称変更が行われていたが、

第 13 回以降は改称していない（図 -1）。委員会議録のタイプ印刷の第 1 回～第 11 回分は当館、沖縄

県議会事務局図書室、沖縄県立図書館で共に確認できなかった。本会議、委員会議の速記録とタイプ

1　「立法院規則」（1955 年 6 月 15 日）［沿革］1969 年 1 月 18 日立法院規則第 1 号（第 6 次改正）「第 43 条　ただし、

立法院規則案及び決議案については、院の議決で委員会の審査を省略することができる。」
2　「立法院法」（1953 年 1 月 26 日）［沿革］1966 年 8 月 1 日立法第 102 号（第 9 次改正）、立法第 1 号（第 10 次改正）

「第 43 条の 2　行政主席から立法の規定に基づき議案が提出されたときは、議長は、これを適当の委員会に付託し、

その審査を経て院の会議に付する。」
3　 前掲、立法院法「第 43 条の 3　行政主席又は高等裁判所から立法勧告書が提出されたときは、議長は、直ちにこ

れを適当な委員会に付託する。」
4　 沖縄県議会事務局調査課『立法院誌』（沖縄県議会事務局　1973 年）
5　 本会議第 24 回は沖縄県議会事務局図書室に会議録 2 の 1 があり、当館には陳情書等の附録が存在する。
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印刷の一覧表は附録を参照されたい。

図 1　常任委員会の名称

2-2　本会議録と委員会議録

　本会議は 77 回開催されており、うち定例会は 49 回、臨時会が 25 回、特別会は 3 回開催されている。

1971 年は定例会に加え臨時会を 4 回開催していることから、翌年に本土復帰を控え、決議等が多かっ

たことが伺える。

　立法院が設置された 1952 年（昭和 27）4 月 14 日時点で常任委員会は、行政法務委員会、財政金融

委員会、商工資源委員会、文教厚生労務委員会、運輸通信工務委員会、予算決算委員会、議会運営委

員会、懲罰委員会の八つが設置されている。常任委員会は何回かの変更を経て、最終の 1972 年（昭

和 47）5 月 14 日時点では、行政法務委員会、内政委員会、文教社会委員会、経済工務委員会、議会

運営委員会、予算決算委員会で幕を閉じている。

　特別委員会は、立法院法第 31 条で「院は、院において特に必要があると認めた案件、又は常任委

員会の所管に属しない特定の案件を審査するため、特別委員会を設けることができる。」と定められ

ている。第 1 回から最終の第 49 回の間で設置された特別委員会は、軍使用土地特別委員会、土地対

策特別委員会、沖縄財団特別委員会、通貨対策委員会、石川事件対策特別委員会、ガーブ川特別委員

会、特殊対外問題審査特別委員会、軍関係問題・立法院裁判権並びに軍使用土地接収対策特別委員会、

国政参加に関する特別委員会、復帰対策特別委員会がある。特別委員会は、設置時期からみて、世相

が反映されていることがわかる。例えば、第 1 回（1952 年）から第 12 回（1958 年）の間に軍使用土

地特別委員会が多く設置されている。第 14 回（1959 年）から第 16 回（1960 年）にかけては、1959

年（昭和 34）6 月 30 日に起こった宮森小学校ジェット機墜落事故（石川ジェット機事件）について

集中審議する石川事件対策特別委員会が設置された。第 31 回（1966 年）頃からは軍関係問題特別委

員会が頻繁に設置されている。1969 年（昭和 44）11 月に沖縄返還合意後の本会議、第 42 回（1970 年）

からは日本復帰に向けて復帰対策特別委員会が設置され、復帰に向けての準備がはじまっている。

　常任委員会、特別委員会等ひとつの委員会での審査が難しい場合は、立法院規則第 34 条第 1 項「委
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員会は、審査又は調査のため必要があるときは、他の委員会と協議して連合審査会を開くことができ

る。」とあるように関係する委員会が合同で審査するために、連合審査会が設置される。連合審査会

では、法案や予算についての審議が多くみられる。例えば、第 19 回の行政法務委員会、文教社会委

員会の連合審査会は「公職選挙法案」について審議し、第 25 回の予算決算委員会、行政法務委員会、

内政委員会、文教社会委員会、経済工務委員会の連合審査会では 1969 年度（昭和 44）の予算につい

て審議している。そのため法案や予算等の審議内容によっては、連合審査会も確認する必要がある。

おわりに

　立法院会議録の速記録原本とタイプ印刷物の所蔵調査を当館、沖縄県議会事務局図書室、沖縄県立

図書館に限定して実施した。その結果、本会議の速記録は当館と沖縄県議会事務局に分散して所蔵さ

れていること、タイプ印刷物は当館と沖縄県議会事務局の他に、沖縄県立図書館が複製マイクロフィ

ルムで所蔵していることが確認できた。まだ所在が不明の簿冊もあるため、今後も所在調査を継続し

たい。速記録はすべての会期分を一つの機関で保管するのが望ましいが、当館への引渡しが難しい場

合は複製での受入れも考えられるだろう。

　今回の調査において、類縁機関との情報交換の大切さ、目録の重要さを再認識した。利用者が必要

とする資料により効率よくアクセスできるよう利便性向上に努めていきたい。
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附録：調査結果表
表 1　速記録

本会議 
行政

法務

文教

社会

予算

決算 

議会

運営 

経済

工務 
内政 懲罰 特別委員会 連合審査会

1952
第 1 回　定例会

4/1-11/15
議 議

議）文

教厚生

労務

？ 議

？）財政金融 /

商工資源 /運

輸通信工務

議）軍使用土地 / 復

帰陳情

1953

第 2 回　臨時会

2/7-3/22
議 議）第 1

？）第

3
議 議）第 2 議）軍使用土地

第 3回　定例会

4/2-9/30
議 議 議 議 議

？）工

務交

通、経

済

議 議）軍使用土地

1954
第 4 回　定例会

4/5-9/15
議 議 議 議 議 議 議

議）軍使用土地 / 議

事法規改正 / 主席公

選促進 / 共産主義政

党調査

1954
第 5 回　臨時会

2/14-3/15
議 議 議 ？ 議 議 議 議）軍使用土地

1955
第 6 回　定例会

4/4-10/31
議 議 議 議 議 議 議 議）軍使用土地

1956

第 7 回　臨時会

1/12-1/31
議 議 議 ？ 議 議 ？

第 8回　定例会

4/2-9/15
議 議 議 議 議 議 議 議）軍使用土地

第 9回　臨時会

12/6-12/24
議 議 議 ？ 議 議 議 議）軍使用土地

1957

第 10 回　定例会

4/1-9/27
議 議 議 議 議 議 議

議）軍使用土地 / 土

地対策 /沖縄財団

第 11 回　臨時会

12/15-12/29
議 議 ？ ？ 議 ？ ？

1958

第 12 回　定例会

4/7-9/3
議 ● ● ● ● ● ●

●軍使用土地

●通貨対策

第 13 回　臨時会

11/25-12/24
議 ● ● ● ● ● ※

1959

第 14 回　定例会

2/2-7/6
議 ● ● ● ● ● ● ●石川事件対策

第 15 回　臨時会

11/28-12/24
議 ? ● ● ● ● ●石川事件対策

●文教社会 ･ 内政 ･

行政法務 ･経済工務

1960

第 16 回　定例会

2/1-7/2
議 ● ● ● ？ ● ● ●石川事件対策

第 17 回　特別会

12/1
議 ? ● ● ● ? ●

1961
第 18 回　定例会

12/1-6/30
議 ● ● ● ● ● ●

1962

第 19 回　定例会

2/1-6/30
議 ● ● ● ● ● ● ●行政法務 ･文教社会

第 20 回　特別会

12/1
議 ●合 ●合 ● ●合 ●合 ●合

第 21 回　臨時会

12/8-12/13
議 ● ● ● ●

1963

第 22 回　臨時会

1/3-1/7
議 ● ？ ● ●

第 23 回　定例会

2/1-8/26
議 ● ● ● ● ● ● ●ガーブ川問題 ●行政法務 ･文教社会

第 24 回　臨時会

9/24-9/26

議 

●附録
？ ●合 ？ ●合 ●合 ●合

1964
第 25 回　定例会

2/1-8/13
● ● ● ● ● ● ●

● 特 殊 対 外 問 題 

●予算決算 ･ 行政法

務 ･ 内政 ･ 文教社会

･経済工務
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本会議 
行政

法務

文教

社会

予算

決算 

議会

運営 

経済

工務 
内政 懲罰 特別委員会 連合審査会

1964

第 26 回　臨時会

10/29-10/31
● ●

第 27 回　臨時会

12/30-1965/1/8
● ●合 ●合 ●合

1965

第 28 回　定例会

2/1-7/30
● ● ● ● ● ● ●

●予算決算 ･ 行政法

務 ･ 文教社会 ･ 経済

工務

第 29 回　特別会

12/1
●合 ●合 ●合 ●合 ●合 ●合 ●合

第 30 回　臨時会

12/20-12/30
● ● ● ● ●

1966

第 31 回　定例会

2/1-7/31
● ● ● ？ ● ● ●

●立法院権裁判権並

びに軍使用接収対策 

●軍関係

●予算決算 ･ 行政法

務 ･ 内政 ･ 文教社会

･経済工務

第 32 回　臨時会

12/5-12/19
● ● ● ● ● ● ● ●軍関係問題

1967

第 33 回　定例会

2/1-8/9
● ● ● ● ● ● ● ●軍関係問題

●軍関係問題 ･ 行政

法務

第 34 回　臨時会

9/4-9/14
● ？ ● ● ●

第 35 回　臨時会

10/27-11/30
● ● ？ ● ●

1968

第 36 回　定例会

1968/2/1-7/20
● ● ● ● ● ● ● ●軍関係問題

●予算決算 ･ 行政法

務 ･ 内政 ･ 文教社会

･経済工務

第 37 回　特別会

12/2-12/7
●合 ●合 ●合 ●合 ●合 ●合 ●合

第 38 回　臨時会

12/23-12/27
●合 ● ●合 ●合 ●軍関係問題

1969

第 39 回　臨時会

1/22
●合 ？ ●合 ●合 ？

第 40 回　定例会

2/1-8/15
● ● ● ● ● ● ● ●軍関係

●予算決算 ･ 行政法

務 ･ 内政 ･ 文教社会

･経済工務

第 41 回　臨時会

10/16-10/29
● ●合 ●合 ●合 ● ●合

●経済工務 ･ 行政法

務 ･内政 ･文教社会

1970

第 42 回　定例会

2/2-8/31
● ● ● ● ● ● ●

●軍関係

●復帰対策

●予算決算 ･ 行政法

務 ･ 内政 ･ 文教社会

･経済工務

第 43 回　臨時会

12/24
●合 ●合 ●合 ● ●合

1971

第 44 回　定例会

2/1-9/30
● ● ● ● ● ● ●

●軍関係

●復帰対策
●経済工務 ･予算決算

第 45 回　臨時会

10/8-10/9
● ？ ？ ？

第 46 回　臨時会

10/23-11/28
● ？ ？ ？ ？ ？

●復帰対策 ･ 行政法

務 ･ 内政 ･ 文教社会

･経済工務

第 47 回　臨時会

11/27-12/6
● ？ ？ ？ ？ ？

●経済工務 ･ 行政法

務 ･ 文教社会 ･ 予算

決算

第 48 回　臨時会

12/22
●

1972
第 49 回　定例会

2/1-5/14
● ●連 ●連 ●連 ● ●連 ●連

●軍関係

●復帰対策

●予算決算 ･ 行政法

務 ･ 内政 ･ 文教社会

･経済工務

98 99



松原「琉球立法院会議録の所蔵調査報告書」

表 2　タイプ印刷

本会議 
行政

法務

文教

社会

予算

決算 

議会

運営 

経済

工務 
内政 懲罰 特別委員会 連合審査会

1952
第 1 回　定例会

4/1-11/15
●

1953

第 2 回　臨時会

2/7-3/22
●

第 3回　定例会

4/2-9/30
●

1954
第 4 回　定例会

4/5-9/15
●

1954
第 5 回　臨時会

2/14-3/15
●

1955
第 6 回　定例会

4/4-10/31
●

1956

第 7 回　臨時会

1/12-1/31
●

第 8回　定例会

4/2-9/15
●

第 9回　臨時会

12/6-12/24
●

1957

第 10 回　定例会

4/1-9/27
●

第 11 回　臨時会

12/15-12/29
●

1958

第 12 回　定例会

4/7-9/3
● ● ● ● ● ● ●

●軍使用土地

●通貨対策

第 13 回　臨時会

11/25-12/24
● ● ● ？ ● ● ※

1959

第 14 回　定例会

2/2-7/6
● ● ● ● ● ● ● ●石川事件対策

第 15 回　臨時会

11/28-12/24
● ● ● ● ● ● ●石川事件対策

●文教社会 ･ 内政 ･

行政法務 ･経済工務

1960

第 16 回　定例会

2/1-7/2
● ● ● ● ● ● ● ●石川事件対策

第 17 回　特別会

12/1
● 議 ● ● ● ● 議

1961
第 18 回　定例会

12/1-6/30
● ● ● ● ● ● ●

1962

第 19 回　定例会

2/1-6/30
● ● ● ● ● ● ● ●行政法務 ･文教社会

第 20 回　特別会

12/1
● 図 ● ● ● ● ●

第 21 回　臨時会

12/8-12/13
● ● ● ● ●

1963

第 22 回　臨時会

1/3-1/7
● ● 図 ● ●

第 23 回　定例会

2/1-8/26
● ● ● ● ● ● ● ●ガーブ川問題 ●行政法務 ･文教社会

第 24 回　臨時会

9/24-9/26
● ● ● ● ● ●

1964

第 25 回　定例会

2/1-8/13
● ● ● ● ● ● ● ●特殊対外問題審査

● 特 殊 対 外 問 題 

●予算決算 ･ 行政法

務 ･ 内政 ･ 文教社会

･経済工務

第 26 回　臨時会

10/29-10/31
● ●

第 27 回　臨時会

12/30-1965/1/8
● ● ● ●
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本会議 
行政

法務

文教

社会

予算

決算 

議会

運営 

経済

工務 
内政 懲罰 特別委員会 連合審査会

1965

第 28 回　定例会

2/1-7/30
● ● ● ● ● ● ●

●予算決算 ･ 行政法

務 ･ 文教社会 ･ 経済

工務

第 29 回　特別会

12/1
● 図 ● 図 ● ● ●

第 30 回　臨時会

12/20-12/30
● 図 ● ● ●

1966

第 31 回　定例会

2/1-7/31
● ● ● ● ● ● ●

●立法院権裁判権並

びに軍使用接収対策 

図）軍関係

●予算決算 ･ 行政法

務 ･ 内政 ･ 文教社会

･経済工務

第 32 回　臨時会

12/5-12/19
● ● ● ● ● ● ●

●軍関係

●復帰対策係

1967

第 33 回　定例会 

2/1-8/9
● ● ● ● ● ● ●

●軍関係

●復帰対策

●軍関係問題 ･ 行政

法務

第 34 回　臨時会 

9/4-9/14
● ● ● ● ●

第 35 回　臨時会 

10/27-11/30
● ● ● ● ●

1968

第 36 回　定例会 

1968/2/1-7/20
● ● ● ● ● ● 図

（図）軍関係 / 復帰

対策

●予算決算 ･ 行政法

務 ･ 内政 ･ 文教社会

･経済工務

第 37 回　特別会 

12/2-12/7
● ● ● ● ● ● ？

第 38 回　臨時会 

12/23-12/27
● ● ● ●

●軍関係

●復帰対策

1969

第 39 回　臨時会 

1/22
● ● ● ● ●

第 40 回　定例会 

2/1-8/15
● ● ● ● ● ● ● ●軍関係

●予算決算 ･ 行政法

務 ･ 内政 ･ 文教社会

･経済工務

第 41 回　臨時会 

10/16-10/29
● ● ● ● ● ●

●経済工務 ･ 行政法

務 ･内政 ･文教社会

1970

第 42 回　定例会 

2/2-8/31
● ● ● ● ● ● ●

●軍関係

●復帰対策

●予算決算 ･ 行政法

務 ･ 内政 ･ 文教社会

･経済工務

第 43 回　臨時会 

12/24
● ● ● ● ●

1971

第 44 回　定例会 

2/1-9/30
● ● ● ● ● ● ●

●軍関係

●復帰対策

●経済工務 ･ 予算決

算

第 45 回　臨時会 

10/8-10/9
● ● ● ●

第 46 回　臨時会 

10/23-11/28
● ● ● ● ● ● ●復帰対策

●復帰対策 ･ 行政法

務 ･ 内政 ･ 文教社会

･経済工務

第 47 回　臨時会 

11/27-12/6
● ● ● ● ● ● ●復帰対策

●経済工務 ･ 行政法

務 ･ 文教社会 ･ 予算

決算

第 48 回　臨時会 

12/22
●

1972
第 49 回　定例会 

2/1-5/14
● ● ● ● ● ● ●

●軍関係

●復帰対策

●予算決算 ･ 行政法

務 ･ 内政 ･ 文教社会

･経済工務
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